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正規 

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。 
    注）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」による。 

（32.6％） 

（16.4％） 

（万人） 

（33.0％） （33.5％） 

(＋44) (＋55) 

(＋37) (＋30) 

（26.0％） 
（20.9％） 

（20.2％） 

(－42) 

(＋28) 

（34.1％） 

(－19) 

（33.7％） 

非正規 パート 

847(48.3％) 

アルバイト 

345(19.7％) 

派遣社員 

96(5.5％) 

契約社員 

嘱託 

330(18.8％) 

その他 

137(7.8％) 

(-39) 

（34.3％） 

(＋34) 

(－25) 

○ 正規労働者数は近年減尐傾向 

○ 非正規労働者の割合は雇用者の３分の１超にまで上昇。2008年秋以降の経済危機の影響により、

2009年は、対前年と比べ減尐（39万人減）したが、2010年は再び増加（34万人増） 

○ 2010年の派遣労働者は96万人と２年連続の減尐 

１ 正規労働者及び非正規労働者の推移 



← パート  

      847万人 

← アルバイト 

      345万人 

← 派遣社員 

    96万人 

← 契約社員・嘱託 

     330万人 

← その他 

    137万人 

（資料出所）2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年からは総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。 

      注）2005年以降の「契約社員・嘱託」と「その他」については，2000年以前の分類は，「嘱託・その他」 

○ 近年、特に契約社員・嘱託の増加により、非正規労働者数は増加傾向にある。 
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２ 非正規労働者の推移（雇用形態別） 



○ 雇用者に占める雇用形態別の非正規雇用者割合を、性別にみると、 
    ・ 男性は、パート・アルバイト、契約社員等の割合が高まる一方、08-10年にかけ派遣社員の

割合は減尐 
    ・ 女性は、パート・アルバイトが40％弱、契約社員等の割合が高まる傾向の一方、08-10年に

かけて、派遣社員の割合は減尐 

（資料出所） 2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。 
 （注） 雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」による。 
     役員、学生を除く。      

３ 非正規労働者の推移（性別・雇用形態別） 
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（円） 

 （資料出所）「一般労働者」、「短時間労働者」、「正社員・正職員」、「正社員・正職員以外」については、厚生労働省「H22賃金構造基本調査」 
        「派遣労働者」については、厚生労働省「H20派遣労働者実態調査」 
      注）きまって支給する現金給与額と年間賞与を含む。派遣労働者について、年齢区分「65歳以上」を「65～69」に計上 

正社員・正職員 

一般労働者 

派遣労働者 短時間労働者 

正社員・正職員以外 

【用語の定義】 
・ 常用労働者：１～３のいずれかの労働者（１ 期間を定めずに雇われている労働者、 ２ １か月を超える期間を定めて雇われている労働者、 ３ 日々又は１か月以
内の期間を定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月にそれぞれ18 日以上雇用された労働者） 
・ 一般労働者：「常用労働者」のうち「短時間労働者」以外の者  

・ 短時間労働者：同一事業所の一般の労働者より1日の所定労働時間が短い又は1日の所定労働時間が同じでも1週の所定労働日数が尐ない労働者 

・ 正社員・正職員：「一般労働者」のうち、事業所で正社員、正職員とする者 

・ 正社員・正職員以外：「一般労働者」のうち、「正社員・正職員」に該当しない者 

○ 非正規労働者の給与は、ほぼ全ての世代で正社員の給与を下回っており、年齢による変化も尐ない。 

４ 雇用形態別の賃金カーブ（時給ベース） 



0% 

5% 

10% 

15% 
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30% 

35% 
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45% 

契約社員・嘱託 

正規労働者 

派遣労働者 

200万円のライン 

パート・アルバイト 

（資料出所） 総務省「就業構造基本調査」（2007） 
 （注） 全労働者を対象としている。所得については、本業から通常得ている年間所得（税込み額）をいう。過去１年間に仕事を変えた者や新たに 
    仕事に就いた者については、新たに仕事に就いたときから現在までの収入を基に、１年間働いた場合の収入額の見積りによる。 

５ 雇用形態別年間所得の分布  

○ 非正規労働者は、正規労働者よりも年間所得の分布のピークが低い位置にあり、特にパート・アルバイト
の約９割は年間所得200万円未満となっている。 



 

パート労働者数の推移 

82  

130  

198  

256  

333  

501  

623  632  

829  835  
861  857 

882  865  

931  
957  961  966  

168  

216  

351  

390  

471  

722  

929  896  

1205 1211 
1259 1237 

1266 
1205 

1346 
1407 1431  1414  

6.2  6.7  
10.0  10.0  11.1  

15.2  

18.2  17.4  

22.9  23.2  24.1  23.6  24.0  22.5  
24.9  26.1  26.9  26.6  

9.6  
12.2  

17.4  
19.3  

22.0  

27.9  
31.8  31.6  

39.3  39.7  40.7  39.9  40.6  39.0  
41.7  42.6  43.1  43.0  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

0 

10 

20 

30 

40 

50 

0  

200  

400  

600  

800  

1,000  

1,200  

1,400  

1,600  

昭和40 45 50 55 60 平成2 5 7 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

（％） （万人） 

（年） 

短時間雇用者（週間就業時間35時間未満の者）数・割合の推移 

－非農林業－ 

短時間雇用者数 

うち女性 

雇用者総数中短時間雇用者の占める割合 

女性雇用者中短時間雇用者の占める割合 

資料出所：労働力調査（総務省） 

６ パート労働者数  



１週間あたりの就業時間別労働者数 

＜参考＞ 

 労働力調査は、実際に調査期間中（月末１週間）仕事に従事した時間を調査したもので、上記の「パート労働者」は週35時間未満の者を
「パート労働者」と推定し、計上したもの 

 
１～４時間, 26, 0.5% 

５～９時間, 105, 2.0% 
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１５～２９時間, 
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721, 13.6% 

６０時間以

上, 502, 

9.4% 

不詳, 16, 0.3% 
パート労働者: 

 １,４１４万人 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 

７ パート労働者数  



 資料出所：労働力調査（総務省） 
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８ パート労働者の割合の推移  
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パート労働者の分布（業種別） 

 資料出所：労働力調査（平成21年）（総務省） 

単位：（％） 

  男女計 男性 女性 

合計  100.0   100.0   100.0  

漁業 0.1  0.2  0.1  

鉱業 0.0  0.2  0.0  

建設業 4.7  9.0  2.7  

製造業 14.8  22.6  11.1  

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5  1.1  0.1  

情報通信業 1.8  3.2  1.1  

運輸業・郵便業 4.4  7.2  3.0  

卸売・小売業 21.1  14.1  24.6  

金融・保険業 2.2  1.3  2.6  

不動産業 2.0  2.6  1.7  

  学術研究,専門・技術サービス業 2.0  2.6  1.7  

宿泊業,飲食サービス業 10.9  6.6  13.0  

  生活関連サービス業,娯楽業 4.3  3.2  4.9  

教育，学習支援業 5.0  5.3  4.9  

医療，福祉 13.1  4.9  17.2  

複合サービス事業 0.7  0.9  0.6  

サービス業（他に分類されないもの） 9.4  10.4  9.0  

公務（他に分類されないもの） 2.7  4.7  1.7  

９ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  
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業種別雇用者に占めるパート労働者の割合（男女計） 

 資料出所：労働力調査（平成21年）（総務省） 

10 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  



パート労働者数の分布（企業規模別） 

企業規模別雇用者に占めるパート労働者の割合（男女計） 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 

単位：万人（％） 

  男女計 男性計 女性計 

合計 1,414  100.0  449  100.0  966  100.0  

１～２９人 491  34.7  142 31.6  349 36.1  

３０～９９人 221  15.6  66 14.7  156 16.1  

１００～４９９人 235  16.6  75 16.7  161 16.7  

５００～９９９人 81  5.7  27 6.0  54 5.6  

１０００人以上 267  18.9  93 20.7  174 18.0  

官公 106  7.5  43 9.6  62 6.4  

従業者規模不詳 14  1.0  4 0.9  10 1.0  
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11 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  



パート労働者の分布（年齢別） 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 
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女 性 

            単位：万人（％） 

  男女計 男性計 女性計 

合計 1,432  100.0  447 100.0  985 100.0  

１５～２４歳 181  12.6  83 18.6  97 9.8  

２５～３４歳 198  13.8  60 13.4  138 14.0  

３５～４４歳 297  20.7  59 13.2  239 24.3  

４５～５４歳 282  19.7  53 11.9  229 23.2  

５５～６４歳 312  21.8  104 23.3  209 21.2  

６５歳以上 161  11.2  87 19.5  74 7.5  

12 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  
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 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 注）呼称「パート・アルバイト」について集計 

13 パート労働者の就業実態  



勤続年数 

資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 
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4.1 

4.4 
4.5 

5.0 
4.9 

5.1 
5.0 

5.1 5.1 
5.0 

4.9 
5.0 5.0 

5.1 

5.4 

2.0  

3.0  

4.0  

5.0  

6.0  

平成2

年 

7 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

（年） 
パート労働者の平均勤続年数 

男性 

女性 

０年 

26.2% 

１～２年 

33.9% 

３～４年 

15.4% 

５～９年 

15.2% 

１０年以上 

9.3% 

男性 

０年 

17.9% 

１～２年 

26.1% 

３～４年 

16.8% 

５～９年 

23.0% 

１０年以上 

16.2% 

女性 
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一般労働者とパート労働者の年齢階級別１時間あたり所定内給与額 

  資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 

1,032 

1,211 

1,427 

1,677 

1,940 

2,232 

2,480 
2,513 

2,363 
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1,584 
1,529 
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1,311 
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1,528 1,528 1,506 

1,419 

1,257 
1,220 

1,257 

856 

953 
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1,150 1,145 1,149 
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1,205 1,181 

1,263 

836 
928 

1,007 
1,027 1,007 995 998 983 970 980 969 991 
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1,000 
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2,000 
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3,000 

～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳～ 

一般労働者（男性） 

一般労働者（女性） 

パート労働者（男性） 

パート労働者（女性） 

（円） 

（年齢階級） 
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一般労働者とパート労働者の勤続年数別１時間当たり所定内給与額 

資料出所：平成17年・22年賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

       厚生労働省雇用均等･児童家庭局短時間・在宅労働課による特別集計 

1,420 

1,512 
1,598 

1,779 

1,956 

2,557 

1,410 

1,512 

1,623 
1,727 

1,989 

2,601 

1,176 
1,257 

1,301 
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984 1,030 
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951 

956 
972 

994 
1,021 

1,049 

899 
926 948 970 971 

1,006 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

1,800 

2,000 

2,200 

2,400 

2,600 

2,800 

0 年 １～２年 ３～４年 ５～９年 10～14年 15 年以上 

（円） 平成17年・平成22年（全産業） 

男性一般労働者（平成22年） 

男性一般労働者（平成17年） 

女性一般労働者（平成22年） 

女性一般労働者（平成17年） 

男性パート労働者（平成22年） 

男性パート労働者（平成17年） 

女性パート労働者（平成22年） 

女性パート労働者（平成17年） 
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一般労働者とパート労働者の１時間当たり所定内給与額、格差の推移 

 資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 

年 
男  性 女  性 

一般労働者 
パートタイム   
労働者 

格差       
（一般＝１００） 

一般労働者 
パートタイム   
労働者 

格差       
（一般＝１００） 

  （円） （円）  （円） （円）   
平成元年 1,542  855  55.4  934  662  70.9  

５年 1,904  1,046  54.9  1,187  832  70.1  

１０年 2,002  1,040  51.9  1,295  886  68.4  

１５年 2,009  1,003  49.9  1,359  893  65.7  

１６年 1,999  1,012  50.6  1,376  904  65.7  

１７年 2,035  1,069  52.5  1,365  942  69.0  

１８年 2,010  1,057  52.6  1,349  940  69.7  

１９年 2,016  1,085  53.8  1,373  962  70.1  

２０年 2,010  1,071  53.3  1,387  975  70.3  

２１年 1,981  1,086  54.8  1,399  973  69.5  

２２年 1,978  1,081  54.7  1,396  979  70.1  

55.4  

57.8  58.3  58.1  

54.9  
54.2  

55.3  
54.2  

51.7  51.9  
50.8  51.2  50.7  

48.9  
49.9  

50.6  

52.5  52.6  
53.8  53.3  

54.8  54.7  

70.9  
72.0  71.8  71.8  

70.1  70.6  70.4  
69.3  

68.0  68.4  
67.3  66.9  66.4  

64.9  
65.7  65.7  

69.0  
69.7  70.1  70.3  

69.5  
70.1  

45.0  

50.0  

55.0  

60.0  

65.0  

70.0  

75.0  

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

（％） 

平成元年 

一般労働者（男・女）を100とした場合のパート
タイム労働者の賃金割合 

（１時間あたり所定内給与額） 

男性 

女性 

（年） 
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労働組合の加入状況 

 資料出所：労働組合基礎調査（平成22年）（厚生労働省） 
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 資料出所：労働組合活動実態調査（平成22年）（厚生労働省） 
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0.5  1.6  

10.9  

4.3  

0.0  
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80.0  

90.0  

100.0  

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
に 

関
す
る
取
組
「
あ
り
」 

相
談
窓
口
の
設
置
、
ア
ン 

ケ
ー
ト
等
で
の
実
態
把
握 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
に
関
す 

る
集
会
、
勉
強
会
等
の
開
催 

組
合
員
の
加
入
資
格
の
付
与 

組
合
加
入
の
勧
誘
活
動 

労
働
条
件
、
処
遇
の
改
善
要
求 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
個
人
が 

加
入
す
る
労
働
組
合
と
の
連
携 

離
職
後
の
再
就
職
支
援 

（
企
業
内
の
正
社
員
化
も
含
む
） 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の 

雇
用
に
つ
い
て
の
労
使
協
議 

ぜ
の
他 

（％） 

計 組合加入資格があり、組合員がいる 組合加入資格はあるが、組合員がいない 組合加入資格がない 

取組の内容（複数回答） 

パートタイム労働者に関する取組内容別労働組合割合 

※事業所にパートタイム労働者がいる労働組合を100とした数値である。 

19 労働組合のパートタイム労働者に関する取組の状況  



62.6  

45.6  

14.1  
11.7  11.4  10.9  10.7  

1.9  1.2  0.9  2.8  

28.1  

9.3  
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70  

実
施
し
た
も
の
が
あ
っ
た 

短
時
間
労
働
者
の
労
働
条
件
通
知
書
等
で
、
特

定
事
項
（賞
与
、
昇
給
、
退
職
金
）を
明
示
す
る
よ

う
に
し
た 

正
社
員
と
短
時
間
労
働
者
の
職
務
内
容
の
区
分

（違
い
）を
明
確
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
も
福
利
厚
生
施
設
（食
堂
、
休
憩

室
、
更
衣
室
等
）を
利
用
で
き
る
よ
う
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
推
進
措

置
を
設
け
た 

短
時
間
労
働
者
の
賃
金
等
処
遇
を
（正
社
員
と
の

均
等
・均
衡
や
、
意
欲
・能
力
等
を
考
慮
し
て
）改

善
し
た 

短
時
間
労
働
者
に
も
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
よ

う
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
と
職
務
等
が
同
じ
、
正
社
員
側
の

賃
金
等
処
遇
を
見
直
し
た 

正
社
員
の
中
に
新
た
な
雇
用
区
分
を
設
け
た 

短
時
間
労
働
者
の
所
定
労
働
時
間
を
正
社
員
と

同
じ
に
し
た 

ぜ
の
他 

（施
行
前
か
ら
す
で
に
実
施
し
て
い
た
場
合
を
含

め
）特
に
実
施
し
た
も
の
は
な
い 

無
回
答 

改正パ－トタイム労働法の施行に伴う雇用管理等の見直し 

（事業所調査） 

改正パ－トタイム労働法の施行を機に実施したもの 

「実施したものがあった」場合の内容（複数回答） 

(%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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主に就業規則

を交付している 

25.1  

主に労働条件

通知書・労働契

約書等書面を

交付している 

89.5  

主に口頭で説

明している 

8.9  その他 

1.3  
0  

10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  
90  

100  H22 

H18 
労働条件を明

示している 

94.9 

労働条件を明

示していない 

3.5 
不明 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

労働条件を明

示している 

97.3  労働条件を明

示していない 

0.6  

不明 

2.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

主に就業規則

を交付している 

15.5 

主に労働条件

通知書・労働契

約書等書面を

交付している 

39.9 

主に口頭で説

明している 

40.8 

その他 

3.8 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

「明示している」場合の方法（単一回答） 

「明示している」場合の方法（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間労働者の採用時における労働条件の明示方法（事業所調査） 

※方法については、平成18

年と22年で集計方法が異な

るため、単純に比較はできな
い。 

(%) 

(%) 

労働条件の明示（第６条関係） 
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就業規則作成の際の短時間労働者からの意見聴取（第７条関係） 

短時間労働者

に適用される 

85.1% 

就業規則が短

時間労働者に

適用されない 

5.9% 

事業所に就業

規則がない

（作成中も含

む） 
1.4% 

無回答 

7.6% 過半数が加

入の組合な

どから意見を

聞いている 

37.1% 

過半数以下

が加入の組

合などから意

見を聞いてい

る 

7.0% 

全ての短時

間労働者を

対象に個別

に意見を聞い

ている 

13.8% 

その他の方

法で短時間

労働者の意

見を聞いてい

る 

24.7% 

短時間労働

者の意見を

聞いていない 

17.4% 

H22 

H18 

事業所のパー

トの過半数が

加入している

労働組合の意

見を聞いてい

る 

8.1% 

事業所のパー

トの一部（半数

以下）が加入し

ている労働組

合の意見を聞

いている 

1.8% 

事業所のパー

トの過半数を

代表する者の

意見を聞いて

いる 

17.4% 
パートの一部

（半数以下）を

代表する者の

意見を聞いて

いる 

8.6% 

すべてのパー

トを対象に個

別に意見を聞

いている 

16.1% 

その他の方法

でパートの意

見を聞いてい

る 

15.2% 

パートの意見

を聞いていな

い 

32.7% パートに適

用される 

65.7% 

パートに適

用されない 

17.8% 

事業所に

就業規則

はない（作

成中も含

む） 
12.5% 

不 明 

4.0% 

就業規則の適用の有無 意見聴取の方法 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所割合 

職務が正社

員とほとんど

同じパートが

いる 

51.9% 

職務が正社

員とほとんど

同じパートは

いない 

47.1% 

不明 

1.0% 

H18 
１割未満 

32.2% 

１割以上

３割未満 

18.6% 

３割以上

５割未満 

14.1% 

５割以上

８割未満 

8.4% 

８割以上 

26.7% 

正社員と職

務がほとんど

同じ短時間

労働者が 

いる 

24.4% 

正社員と職

務がほとんど

同じ短時間

労働者がい

ない 

74.2% 

無回答 

1.5% 

H22 

１割未満 

9.7% 

１割以上３

割未満 

6.6% 

３割以上５

割未満 

3.3% 

５割以上８

割未満 

6.4% 

８割以上 

34.3% 

無回答 

39.6% 

正社員と職務がほとんど同じパートの有無 正社員と職務がほとんど同じ者の「パート」全体に占める割合 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の有無 同職種に就いている短時間労働者中の正社員と 

    職務がほとんど同じ短時間労働者の割合 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

差別的取扱いの禁止（第８条関係）、均衡待遇（第９条関係） 
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職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差の有無 

ある 

81.7% 

ない 

16.9% 

不 明 

1.4% 

H18 

H22 

94.5  

6.2  

0  
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40  

60  

80  

100  

パートの方が低い パートの方が高い 

正社員と職務がほとんど同じパートの 

１時間当たりの賃金額の差 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の
１時間当たりの賃金額の差 

賃金額の差の内容（複数回答） 

正社員より

高い 

3.9% 

正社員より

低い 

69.5% 

正社員と

同じ（賃金

差はない） 
17.5% 

無回答 

9.1% 賃金差
がある 

73.4% 

正社員よりも賃金額が低い場合の正社員の
賃金額に対する割合 

８割以上 

36.3  

６割以上 

８割未満 

48.2  

４割以上 

６割未満 

14.3  

４割未満 

1.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 
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職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差がある理由（事業所調査） 

H18 

H22 
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14.7  
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違
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員
に
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へ
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よ
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き
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賃
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短
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余
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ぜ
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い
っ
た
契
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内
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労
働
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が
納
得
し
て
い

る
か
ら 

ぜ
の
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無
回
答 
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回
数

が
違
う
か
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正
社
員
に
は
転
居
を
伴

う
異
動
が
あ
る
か
ら 

転
居
を
伴
う
異
動
は
な

い
が
、
人
事
異
動
の
幅
や

頻
度
が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢

献
が
よ
り
期
待
で
き
る

か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ

る
こ
と
が
で
き
な
い
か

ら 

ぜ
の
他 

パートと職務がほとんど同じ正社員との賃金額の差がある場合の低い理由（３つまで複数回答） 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所で、正社員より（短時間労働者の）賃金割合が低い理由 

（３つまで複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 
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同じ仕事を

行っている正

社員がいる 

56.8% 

同じ仕事を

行っている

正社員は 

いない 

42.0% 

不明 

1.2% 

  同じ仕事を行っている正社員の有無、及び同じ仕事を行っている正社員がいる場合の 

賃金水準に対する納得性（短時間労働者調査） 
正社員と同等も

しくはそれ以上

に評価されてい

ると思う 

6.0% 

正社員より賃金

は低いと思う

が、納得できる 

40.0% 

正社員より賃金

は低く、正当に

評価されていな

いのではないか

と思い、納得で

きない 

20.3% 

わからない（考

えたことがない） 
33.7% 

同じ内容の業

務・責任の重

さも同じ正社

員がいる 

15.9% 

責任の重さは

違うが、同じ

業務の正社

員がいる 

38.9% 

同じ内容の業

務を行ってい

る正社員は

いない 

38.8% 

無回答 

6.4% 

正社員と同等

もしくはそれ

以上の賃金

水準である 

3.5% 

正社員より賃

金水準は低

いが、納得し

ている 

53.1% 

正社員より賃

金水準は低

く、納得して

いない 

28.1% 

わからない

（考えたこと

がない） 
14.9% 

無回答 

0.4% 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H22 

H18 

（責任の
重さにか
かわら
ず）いる 

54.8% 
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賃金水準について納得できる理由･納得できない理由 

（正社員と同じ仕事を行っており、賃金水準が低い短時間労働者） 

46.6  

37.7  

10.6  

3.0  
6.9  

44.2  

2.1  
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が
違
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時
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自
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業
の
時
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、
回
数

が
違
う
か
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人
事
異
動
や
転
勤
の
頻

度
が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
、
企
業
へ
の

貢
献
が
よ
り
期
待
さ
れ

て
い
る
か
ら 

も
と
も
と
ぜ
う
い
っ
た

内
容
で
自
分
も
納
得
し

て
い
る
か
ら 

ぜ
の
他 

73.9  

5.4  
11.3  

5.9  

0  
10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  

正
社
員
と
同
じ
内
容
の

仕
事
を
し
て
い
る
の
に

差
が
あ
る
か
ら 

人
事
異
動
な
ど
の
違
い

を
考
慮
し
て
も
差
が
大

き
す
ぎ
る
か
ら 

同
じ
地
域
・職
種
の
短
時

間
労
働
者
等
の
相
場
よ

り
低
い
か
ら 

ぜ
の
他 

(%) (%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

納得できる理由（複数回答） 納得できない理由（複数回答） 

納得できる賃金水準 

（正社員と同じ仕事を行っている短時間労働者） 

正社員と同じ

（差はない） 
19.5% 

９割程度 

10.9% 

８割程度 

26.6% 

７割程度 

15.6% 

６割程度 

7.6% 

５割以下でも

構わない 

3.6% 

無回答 

16.3% 

N=同じ仕事を行っている正社員と比較した賃金水準について、 

「正社員より賃金水準は低いが納得している」 
「正社員より賃金水準は低く納得していない」 
「分からない（考えたことがない）」 

と回答した者に質問 

27 パートタイム労働法の施行状況  



  職務がほとんど同じでかつ人材活用の仕組みも同じ短時間労働者がいる
事業所の割合 

１割未満 

10.4% 

１割以上３割

未満 

6.3% 

３割以上５割

未満 

2.1% 

５割以上８割

未満 

2.1% 

８割以上 

52.1% 

無回答 

27.1% 

正社員と職務がほとんど同じでかつ人材活用
の仕組みも同じ短時間労働者の有無 

同職種に就いている短時間労働者中、正社員と 

職務がほとんど同じで人材活用の仕組み等も同じ 

短時間労働者の割合 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H22 

全期間、正社

員と同じ者がい

る 

13.3% 

一定期間、正

社員と同じ者が

いる 

4.7% 

全員、正社員と

は異なる 

73.1% 

無回答 

8.9% 

正社員と
同じ者が
いる
18.0% 
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全短時間労働者数 91,384人

短時間労働者の中で最も人数が多い職種に就いてい

る短時間労働者数 77,101人

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者数

2,647人

正社員と職務がほとんど同じかつ

人材活用の仕組みが同じ短時間労働者数

286人（うち有期：201人、無期85人）

100%
84.4%

2.9%
0.3%

無期：0.1%

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

・正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者（１要件）の割合は2.9%（事業所割合では20.5%） 

・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じ短時間労働者（２要件）の割合は0.3%（事業所割合では2.7%） 

・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じで無期契約の短時間労働者（３要件）の割合は0.1%（事業所割合では1.1％） 

働き方が正社員と同じ短時間労働者の存在割合 

短時間労働者に占める割合 事業所に占める割合 

短時間労働者を雇用している事業所 1,764事業所

当該事業所でもっとも短時間労働者の人数が多い職

種に正社員がいる事業所 1,482事業所

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者が

いる事業所 361事業所

正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の

仕組みが同じ短時間労働者がいる
事業所 48事業所（うち無期あり19事業所）

100%
84.0%

20.5%

2.7%
無期：1.1%
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短時間労働者の賃金の決定要素（事業所調査） 

H18 

パート労働者の採用時の賃金決定の際に考慮した内容（複数回答） 

H22 

55.7  

32.1  

59.6  

43.5  

30.8  

14.1  

5.5  

15.0  

4.1  

0  

10  
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40  
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60  

70  

職
務
の
内
容
（業
務
の
内

容
及
び
責
任
の
重
さ
） 

職
務
の
成
果 

能
力
、
経
験 

地
域
で
の
賃
金
相
場 

最
低
賃
金 

年
齢 

学
歴 

ぜ
の
他 

無
回
答 

短時間労働者の賃金決定の際、考慮している要素（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 
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明 
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